








































































































































































































































ス語の se?paration des pouvoirsを「三権分立」と訳したのだとしたら、それは
完全に誤訳です。「三権分立」という概念自体がそもそも誤った観念です。フラ








tion des pouvoirsを達成すること、経済的には、生産と流通における独占 le
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したのは、1992年のことでした。Dallozダローズ社の《Lexique des termes jur-
idiques》を『フランス法律用語辞典』として翻訳する。この翻訳を《文化事業》
と位置づけておこなう。この翻訳事業を、早稲田大学法学部出身の若手研究者、
とくに法学研究科のドクター課程の若者を結集して、共同研究と討論を重ねなが
らおこなう。そのようにして、フランス法の知識の普及を図り、もって、広い意
味での、自分の専門にこだわらない、広い視野をもった若手研究者を育てる。以
上が、この大事業の目的でした。
足かけ３年かけて翻訳原稿を完成し、三省堂から出版できたのが1996年でし
た。多くの参加者のうちで、私の同志として名実ともに尽力いただいた今関源成
さん、研究会のマネージャーとして絶大な力を発揮してくださった箱井崇史さん
には厚く御礼申し上げたい。2002年には第２版を出すことができました。初版は
大事業でしたが、それ以降は、継続事業として続けています。しばらくあいだが
あきましたが、本年、2012年には、第３版が世に出ます。これからは、私は手を
引きますが、今関さん、それに後継として期待している大橋麻也さんを中心に、
引き継いでいっていただきたいと思っております。
私としては、私の立場で世の中に貢献できたのは、この翻訳事業を位置づけ
て、始めたことだと思っています。他のことはやがて忘れ去られていくでしょう
が、この事業は続いていくと信じております。
さて、そろそろ、私の話も終わりにしなければなりません。最後に、私を育ん
でくれた早稲田大学と法学部に深く感謝すると同時に、少々、感想めいたことを
述べさせていただきたいと思います。
私は、1967年、助手になると同時に早稲田大学教員組合員になりました。当時
は、助手は、当然のこととして、組合活動に参加しました。そして、その後、順
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番に執行委員会の構成員に選出されていきました。この組合活動を通じて、ほぼ
教員の全員が、早稲田大学というものを理解していったのです。職員との関係
も、職員組合との共闘を通じて相互理解を深めていったのです。
法学部には、教員組合の書記長をつとめた方が大勢おられます。執行部をつと
めると、早稲田大学の抱えている問題に直接向きあうことになります。教員組合
と職員組合だけが、連帯組織として横の連絡を取り合うことができるのです。
学部長会や学術院長会は、ややもすれば形骸化しがちだし、現に、形骸化して
いるようにみえます。教員組合、職員組合まで形骸化してしまったら、早稲田大
学はどうなってしまうでしょうか? しかし、日本の労働法が壊滅状態にあるよ
うに、現状は明るくはないようです。
この状態を別の言葉で言い表せば、組織が活力を失っているということです。
巨大組織が活力を失う原因にはいろいろあるでしょうが、その大きな原因は、組
織がどんどん縦割りになっていき、細分化され、横の連絡・連携が失われていく
ことにあります。組織運営上の一体感も失われていきます。上意下達のルートし
か存在しなくなっていきます。巨大組織は、そうやって死んでいくのです。会社
も大学も。今、われわれ法学部に属する者は、他の学部、他の箇所の状況をどれ
だけ承知しているでしょうか?
私は、縁あって、1996年に第二次全学審議会の議長に選出され、約２年間のあ
いだ、大学の運営を構成員全体で実質的に審議すること、それに、審議・決定の
手続きを適正化することに努めてきました。審議の状況を可能な限り迅速に教職
員に知ってもらうために、「全学審議会だより」を作りました。共同体の一体感
を保つべく、最大限の努力をしたつもりです。大学理事会と大学構成員が協力し
て大学運営にあたろうという気風が、当時はまだあったのです。その後、早稲田
大学のなかで、一体感はどんどん失われていったように感じます。早稲田大学
は、なんといっても、良くも悪くも、日本国の縮図ですから、それも無理もない
ことなのかもしれません。でも、それは、ワセダが変われば日本も変わるという
ことでもあります。
早稲田大学にとって、今一番欠けていて、したがって今一番必要とされている
のは、横の連帯、水平方向の情報と意見の交換でしょう。公に意見を交わし、情
報を知らせあい、共同体としての意思を形成していくための場がないのです。無
ければ、作りませんか?《ワセダ公論》（ワセダはカタカナです）とでもタイト
ルをつけて、学内誌を作り、年に何回か発行し、全教職員に配布することにした
らどうでしょうか? 全学審議会が、怖くて、設置できないのなら、公式に意見
を述べ合う場をせめて作ったらどうでしょう。いや、われわれが要求して作らせ
たらどうでしょう。十分、実現可能だと思います。
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そんな日本の逼塞状況に、大きな風穴が開けられました。いうまでもなく、
2011年３月11日の東日本大震災がそれです。同時に起こった福島原発のメルト・
ダウンは、決定的意味があります。日本は、人類史上最大級の取り返しのつかな
い大きな罪を犯してしまったのです。私には、日本の長い長い戦後が、決定的失
敗のうちに幕を閉じたように見えるのです。
私は、３．11は、日本の転換点になり得るのではないかと思います。福島原発
のメルト・ダウン以来、これまで目に見えなかったことがいろいろと曝露されて
きました。メルト・ダウンのおかげで、プルトニウムを貯め込むのも、高速増殖
炉を絶対にあきらめないのも、核武装の野望があるからであることが、はっきり
と分かってきました。日本国民の目に何重にも巻かれていた目隠しがだんだんと
はがされてきています。今、日本は、《真実の時》、まさに正念場を迎えようとし
ています。大きな大きな犠牲を払ってではありますが、メルト・ダウンのおかげ
で、なんだかようやく展望が開けてきたように思われるのです。原発をやめて、
核武装の野望も放棄して、やみくもな経済成長政策も終わりにして、さて、どう
やっていけばいいのだろう、と多くの人が考え始めています。マスコミの若手
も、あらためて猛勉強を開始している気配が感じられます。心強いことです。
さて、最後に、これからの法学部についてですが、狭い利害関係から離れて、
冷静に日本の将来のことを考えれば、例えばロー・スクールをどう見直していく
かについても、議論ができるようになるでしょう。それは、これから法学部をど
のように位置づけ、どのような教育体制を組んでいくかの議論を、本気で、開始
できることでもあります。法学教育についてのみならず、語学教育の位置づけの
議論も必要でしょう。
どういう方向になるにせよ、早稲田大学、とくに法学部の有する人的資産を大
事にしていかなければならないと思います。基礎法がこれだけ充実している大学
は珍しいと思います。基礎研究が弱いといわれる日本の研究体制ですが、ワセダ
の人的優位をますます強化していっていただきたいものです。ちなみに、『科学
技術』という言葉は、官製の日本語で、欧米には存在しない語のようです。欧米
では、科学、すなわち基礎理論と技術は全く別物とされているからです。日本
は、物事を原理的に考察する力がまだまだ身についていないようです。
法学部が、これからも、日本の将来を担うに値する若者たちを育てていってく
ださることを祈念して、私の話を終えたいと存じます。ご清聴ありがとうござい
ました。
以上
［2012年１月18日］
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